
区 民 文 教 委 員 会 

平成２９年３月２１日 

両国屋内プール条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  

 （事業） 

第２条 両国プールは、前条の目的を達成す

るため、次の事業を行う。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、区長が必

要と認める事業 

 

 （施設） 

第３条 両国プールには、次の施設を設ける。

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、区長が必

要と認める施設 

 （開館時間等） 

第４条 両国プールの開館時間は、午前９時

から午後９時までとする。ただし、指定管

理者（第１９条の規定により業務を行わせ

る者をいう。以下同じ。）が特に必要があ

ると認めるときは、区長の承認を得て、こ

れを変更することができる。 

２ 〔略〕 

 （休館日） 

第５条 両国プールの休館日は、次のとおり

とする。ただし、指定管理者が特に必要が

あると認めるときは、区長の承認を得て、

これを変更し、又は臨時に休館日を定める

ことができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 （利用の手続） 

第６条 施設等を利用しようとする者は、区

長が別に定める場合を除き、指定管理者の

承認を受けなければならない。 

２ 〔略〕 

 （利用料金） 

第８条 〔略〕 

２ 前項の利用料金の額は、別表に定める額

の範囲内で、指定管理者が区長の承認を得

て定める。 

 〔同左〕 

第２条 〔同左〕 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、墨田区教 

  育委員会（以下「教育委員会」という。）

  が必要と認める事業 

 〔同左〕 

第３条 〔同左〕 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、教育委員

会が必要と認める施設 

 〔同左〕 

第４条 両国プールの開館時間は、午前９時

から午後９時までとする。ただし、指定管

理者（第１９条の規定により業務を行わせ

る者をいう。以下同じ。）が特に必要があ

ると認めるときは、教育委員会の承認を得

て、これを変更することができる。 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第５条 両国プールの休館日は、次のとおり

とする。ただし、指定管理者が特に必要が

あると認めるときは、教育委員会の承認を

得て、これを変更し、又は臨時に休館日を

定めることができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 〔同左〕 

第６条 施設等を利用しようとする者は、教

育委員会が別に定める場合を除き、指定管

理者の承認を受けなければならない。 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第８条 〔略〕 

２ 前項の利用料金の額は、別表に定める額

の範囲内で、指定管理者が教育委員会の承

認を得て定める。 



３ 〔略〕 

 （利用料金の減免） 

第９条 指定管理者は、墨田区規則（以下 

 「規則」という。）で定めるところにより、

 前条第１項の利用料金を減額し、又は免除

することができる。 

 （無料開放の日） 

第１２条 区長は、第１条の目的を達成する

ため、規則で定める日について、両国プー

ルの施設を無料で開放することができる。 

 

 （駐車場の利用） 

第１７条 〔略〕 

２ 前項の利用料金の額は、利用時間３０分

までごとに２５０円の範囲内で、指定管理

者が区長の承認を得て定める。 

３～５ 〔略〕 

 （損害賠償） 

第１８条 利用者は、利用に際し、両国プー

ルの施設及び付帯設備（以下「施設等」と

いう。）に損害を与えたときは、区長が相

当と認める損害額を賠償しなければならな

い。ただし、区長がやむを得ない理由があ

ると認めるときは、その額を減額し、又は

免除することができる。 

 （指定管理者による管理） 

第１９条 区長は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第３項の規

定により、法人その他の団体であって、区

長が指定するものに、両国プールの業務の

うち次に掲げるものを行わせることができ

る。 

 ⑴～⑷ 〔略〕 

２ 前項に定めるもののほか、区長は、必要

と認める業務又は事務を指定管理者に行わ

せることができる。 

 （指定管理者の指定の手続） 

第２０条 区長は、指定管理者を指定しよう

とするときは、特別の事情があると認める

場合を除き、公募するものとする。 

３ 〔略〕 

 〔同左〕 

第９条 指定管理者は、墨田区教育委員会規

則（以下「規則」という。）で定めるとこ 

 ろにより、前条第１項の利用料金を減額し、

 又は免除することができる。 

 〔同左〕 

第１２条 教育委員会は、第１条の目的を達

成するため、規則で定める日について、両

国プールの施設を無料で開放することがで

きる。 

 〔同左〕 

第１７条 〔略〕 

２ 前項の利用料金の額は、利用時間３０分

までごとに２５０円の範囲内で、指定管理

者が教育委員会の承認を得て定める。 

３～５ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１８条 利用者は、利用に際し、両国プー

ルの施設及び付帯設備（以下「施設等」と

いう。）に損害を与えたときは、教育委員

会が相当と認める損害額を賠償しなければ

ならない。ただし、教育委員会がやむを得

ない理由があると認めるときは、その額を

減額し、又は免除することができる。 

 〔同左〕 

第１９条 教育委員会は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であっ

て、教育委員会が指定するものに、両国プ 

 ールの業務のうち次に掲げるものを行わせ

ることができる。 

 ⑴～⑷ 〔略〕 

２ 前項に定めるもののほか、教育委員会は、

 必要と認める業務又は事務を指定管理者に

行わせることができる。 

 〔同左〕 

第２０条 教育委員会は、指定管理者を指定

しようとするときは、特別の事情があると

認める場合を除き、公募するものとする。 



２ 指定管理者の指定を受けようとする者は、

 業務計画書その他規則で定める書類を区長

に提出しなければならない。 

３ 区長は、前項の規定により提出された書

類を審査し、かつ、実績等を考慮して、次

の各号のいずれにも該当すると認めたもの

を指定管理者として指定するものとする。 

 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 （指定管理者の指定の取消し等） 

第２１条 区長は、指定管理者が次の各号の

いずれかに該当するときは、前条第３項の

規定による指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部又は一部の停止を命ずるこ

とができる。 

 ⑴ 管理の業務又は経理の状況に関する区

長の指示に従わないとき。 

 ⑵～⑷ 〔略〕 

 （指定管理者の指定等の公告） 

第２２条 区長は、指定管理者を指定し、指

定を取り消し、又は期間を定めて業務の全

部又は一部の停止を命じたときは、遅滞な

く、その旨を公告しなければならない。 

 

 （業務報告書の提出等） 

第２４条 指定管理者は、毎年度終了後区長

が定める日までに、両国プールの管理の業

務に関し、次の各号に掲げる事項を記載し

た業務報告書を区長に提出しなければなら

ない。ただし、年度の途中において、指定

を取り消され、又は期間を定めて管理の業

務の全部又は一部の停止を命じられたとき

は、区長が定める日までに、当該年度の初

日から当該処分を受けた日までの間の業務

報告書を提出しなければならない。 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定管理

者の両国プールの管理の実態を把握する

ために必要なものとして区長が定める事

２ 指定管理者の指定を受けようとする者は、

 業務計画書その他規則で定める書類を教育

委員会に提出しなければならない。 

３ 教育委員会は、前項の規定により提出さ

れた書類を審査し、かつ、実績等を考慮し

て、次の各号のいずれにも該当すると認め

たものを指定管理者として指定するものと

する。 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 〔同左〕 

第２１条 教育委員会は、指定管理者が次の

各号のいずれかに該当するときは、前条第

３項の規定による指定を取り消し、又は期

間を定めて業務の全部又は一部の停止を命

ずることができる。 

 ⑴ 管理の業務又は経理の状況に関する教

育委員会の指示に従わないとき。 

 ⑵～⑷ 〔略〕 

 〔同左〕 

第２２条 教育委員会は、指定管理者を指定

し、指定を取り消し、又は期間を定めて業

務の全部又は一部の停止を命じたときは、

遅滞なく、その旨を公告しなければならな

い。 

 〔同左〕 

第２４条 指定管理者は、毎年度終了後教育

委員会が定める日までに、両国プールの管

理の業務に関し、次の各号に掲げる事項を

記載した業務報告書を教育委員会に提出し

なければならない。ただし、年度の途中に

おいて、指定を取り消され、又は期間を定

めて管理の業務の全部又は一部の停止を命

じられたときは、教育委員会が定める日ま

でに、当該年度の初日から当該処分を受け

た日までの間の業務報告書を提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定管理

者の両国プールの管理の実態を把握する

ために必要なものとして教育委員会が定



項 

２ 区長は、必要があると認めるときは、両

国プールの管理の実施状況等について、指

定管理者に報告を求めることができる。 

 

 （損害賠償の義務） 

第２７条 指定管理者は、管理の業務により

施設等に損害を与えたときは、区長が相当 

 と認める損害額を賠償しなければならない。

 ただし、区長が、指定管理者の責めに帰す

ことができない特別の事情があると認める

ときは、その額を減額し、又は免除するこ

とができる。 

別表 

 １ 〔略〕 

 ２ 貸切りでない場合の利用料金 
区  分 単    位 利用料金 

一   般 〔略〕 〔略〕  
中学生以下

及び区内に

住所を有す

る６５歳以

上の者 

〔略〕 〔略〕 

規則で定め

る者 
〔略〕 〔略〕 

 付記 

   この表において１回とは、３時間以上

で指定管理者が区長の承認を得て定める

時間内においての１回の利用をいう。 

める事項 

２ 教育委員会は、必要があると認めるとき

は、両国プールの管理の実施状況等につい

て、指定管理者に報告を求めることができ

る。 

 〔同左〕 

第２７条 指定管理者は、管理の業務により

施設等に損害を与えたときは、教育委員会

が相当と認める損害額を賠償しなければな

らない。ただし、教育委員会が、指定管理

者の責めに帰すことができない特別の事情

があると認めるときは、その額を減額し、

又は免除することができる。 

別表 

 １ 〔略〕 

 ２ 貸切りでない場合の利用料金 
区  分 単    位 利用料金 

一   般 〔略〕 〔略〕  
中学生以下

及び区内に

住所を有す

る６５歳以

上の者 

〔略〕 〔略〕 

規則で定め

る者 
〔略〕 〔略〕 

 付記 

   この表において１回とは、３時間以上

で指定管理者が教育委員会の承認を得て

定める時間内においての１回の利用をい

う。   

   付 則 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の両国屋内プール条例の規定によ

り墨田区教育委員会が行った処分その他の行為又は同日前に墨田区教育委員会に対

してされた申請その他の行為は、同日以後においては、それぞれこの条例による改

正後の両国屋内プール条例の規定により区長が行った処分その他の行為又は区長に

対してされた申請その他の行為とみなす。 


